
建 技第１７ １号 

令和元年６月２６日 

 

本庁各課及び各出先機関の長 様 

 

建設技術企画課長  

 

電算帳票作成業務委託基準の改定について 

 

このことについて、下記のとおり通知する。 

 

記 

 

１ 適用期日 

   令和元年 7月 1日以降、積算するものから適用する。 

 

２ 改定資料 

   電算帳票作成業務委託基準 

 

３ 改定概要 

   作業価格算定式の変更 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

担当：技 術 調 査 班 

電話：054-221-2148 

ＦＡＸ：054-221-3569 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

電算帳票作成業務委託基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年7月1日 

 

 

静岡県交通基盤部 



旅費交通費 

事務用品費 

その他原価 

一般管理費等 

業務委託料  

消費税相当額 

直接経費 

直接人件費 

間接原価 

その他 

電算帳票作成業務委託基準 
 

 

１ 適用範囲 

本基準は、職員が工事費を積算する際の補助業務として、静岡県土木設計積算システム端末管理規程

に基づき、電算帳票（データリスト）の作成作業を建設コンサルタント等へ委託するものに適用する。 

 

 

２ 業務内容 

「電算帳票作成業務委託特記仕様書」及び委託者より受託者に貸与する図面、資料等により、「電算

帳票作成業務委託 業務フロー図」に従い、データリストを作成するものとする。 

対象とする事業は、設計条件を明示する図書が整っている工事（「積算条件が確定し、データ入力が

可能なもの」をいう。）とする。 

 

 

３ 委託料 

（１）業務委託料の構成 

 

                     

                                       

 

                               

 

 

 

 

 

 

              

 

 

（２）業務委託料構成費目の内容 

１）直接原価 

① 直接人件費 

   直接人件費は、業務処理（打合せを含む）に従事する技術者の人件費とする。 

 

② 直接経費 

   直接経費は、業務処理に必要な経費のうち次のａからｃまでに掲げるものとする。 

   ａ．事務用品費 

   ｂ．旅費交通費 

   ｃ．その他電子成果品作成費等 

これ以外の経費については、その他原価として計上する。 

 

２）その他原価 

その他原価は、間接原価及び直接経費（積上計上するものを除く）からなる。 

① 間接原価 

当該業務担当部署の部門管理者・事務職員の人件費、当該業務担当部署に係る地代家賃・貸借料・

減価償却費・消耗品費・通信運搬費等、当該業務の業務原価のうち直接原価以外のものとする。 

 

業
務
価
格 

業
務
原
価 

直
接
原
価 



３）一般管理費等 

   業務を処理する建設コンサルタント等における経費等のうち直接原価、間接原価以外の経費。一般

管理費等は一般管理費及び附加利益からなる。 

① 一般管理費 

一般管理費は、建設コンサルタント等の当該業務担当部署以外の経費であって、役員報酬、従業員

給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝

費、交際費、寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、雑費等を含む。 

② 付加利益 

付加利益は、当該業務を実施する建設コンサルタント等を、継続的に運営するのに要する費用であ

って、法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部保留金、支払利息及び割引料、支払保証料、

その他の営業外費用等を含む。 

 

４）消費税相当額 

   消費税相当額は、消費税相当分とする。 

 

４ 業務委託料の算出 

（１）業務委託料の積算方法 

業務委託料＝（業務価格）＋（消費税相当額） 

       ＝［｛（直接人件費）＋（直接経費）＋（その他原価）｝＋（一般管理費等）］ 

×（１＋（消費税率）） 

               ただし業務価格は、千円未満切り捨てとする。 

（２）各構成費目の算定 

１）直接人件費 

  当該業務に従事する技術者の人件費であり、次により算出するものとする。 

 

静岡県土木積算システム（ＳＭＩＬＥＳ）業務  電算帳票作成業務 直接人件費 

（標 準） 

 

（資料整理） 

資料整理が必要な場合に計上する。 

 

２）直接経費は、３（２）１）②の各項目について実費を積算し、次により積算する。 

ただし、事務用品費及びその他電子成果品作成費等は業務遂行上特に必要で特記仕様書に明記した場

合のみ計上する。 

① 事務用品費 

  特別な事務用品が必要となる場合に計上するものとする。 

作業区分 単 位 作 業 価 格 算 定 式 摘     要 

作業打合 １件 Ｃ＝ １１１，５００（円） 

打合回数：3回 

場所：発注機関 

Ｃ：作業価格（円） 

データリスト作成 １件 Ｃ＝ ３，５００（円/枚）× Ｘ（枚） 

受託者端末装置での作業 

Ｃ：作業価格（円） 

Ｘ：データリスト枚数 

図面修正 1枚 Ｃ＝ １２，３００（円/枚）× Ｙ（枚） 
Ｃ：作業価格（円） 

Ｙ：図面枚数 

作業区分 単 位 作 業 価 格 算 定 式 摘     要 

資料整理 1件 Ｃ＝ １５７，０００（円） Ｃ：作業価格（円） 



  なお、土木工事共通仕様書その他現場に必要な専門図書は、その他原価に含まれる。 

② 旅費交通費 

  旅費交通費は、設計業務等標準積算基準書（参考資料）第２章１－３旅費交通費に準じて積算する。 

③ その他 

① 、②のほか、電子成果品が必要となる場合は、作成費を別途計上するものとし、その他の費用に

ついては、その他原価として計上する。 

 

３）その他原価 

   その他原価は次式により算定した額とする。 

   （その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α） 

   ただし、αは原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合であり、35％とする。 

 

４）一般管理費等 

   一般管理費等は次式により算定した額とする。 

   （一般管理費等）＝（業務価格）×β／（１－β） 

   ただし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、35％とする。 

 

５）消費税相当額 

   消費税相当額は、業務価格に消費税率を乗じて得た額とする。 

 

 

 

 


